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中央教育審議会 教員の資質能力向上特別部会
―審議経過報告のポイント―

学校を取り巻く状況
■ 教員が対応すべき課題の多様化（学力の向上、生徒指導上の諸課題、特別支
援教育の充実、外国人児童生徒への対応、ICTの活用など）

■ 家庭・地域とのより緊密な連携の必要性
■ 今後１０年間に教員全体の約３分の１が退職し、経験の浅い教員が大量に誕生
（先輩教員から新人教員への知識・技能の伝承が困難に）

■ 教員免許状取得者数と教員採用者数が大きく乖離(例えば、平成１７年度大学等
新規卒業者の中学校教員採用者数は中学校教員免許状取得者数の約２５分の１)

■ 教育実習の期間が諸外国に比べて少ない(日本：２～４週、アメリカ：１２週以上
(２２州)、イギリス：４年制養成課程で３２週以上、教職専門課程(１年)で１８~２４週)

■ 新人教員に実践的指導力やコミュニケーション力等が十分身についていないと
の指摘（校長の４割以上は、殆どの項目について新人教員は力不足と評価）

取り組むべき課題・基本的な改革の方向性

教員に求められる資質能力
■ 高度な専門性と社会性、実践的指導力、コミュ

ニケーション力、チームで対応する力

■ 一斉指導のみならず、創造的・協働的な学び、

コミュニケーション型の学びに対応できる力

◇ 教員が身に付けるべき資質能力について、教

職生活の段階毎に考え、専門性や社会性向上の

ための専門職基準としてより明確に示すことについ

て検討

教員が教職生活全体を通じて不断に資質能力を高めていくことを支援するシステムづくりが必要
教員集団（チーム）をまとめていく校長のリーダーシップ・マネジメント能力がこれまで以上に必要

教員の養成・採用・研修の各段階についての総合的・一体的な検討

教員免許制度
教職生活全体を通じて教員の資質能力向上を図ることを支援する制度に改革

◇ 「基礎免許状（仮称）」「一般免許状（仮称）」創設の検討
当面は、学士課程修了者に基礎的な資格（「基礎免許状（仮

称）」）を付与し、教員採用後に、必要な課程等を修了すれば修士
レベルの資格（「一般免許状（仮称）」）を付与することも含め、教員

養成の修士レベル化について検討

◇「専門免許状(仮称）」創設の検討
教職生活を通じて、より高い専門性と社会性を身につけることを

支援するため、 一定の専門性（*) を公的に証明する「専門免許状
(仮称)」の創設について検討

（* 学校経営、生徒指導、教科指導、特別支援教育など）

◇ 教員免許更新制について、教員が自発的かつ不断に専門性を

高めることを支援する新たな制度への移行を視野に入れた検討
◇ 教員免許更新制と１０年経験者研修との関係整理

◇ 「義務教育免許状」や「中等教育免許状」など、複数の学校種を
まとめた免許状を創設することの是非についての検討

教員養成
大学における教員養成教育の質的充

実とともに、学士課程修了後も、高度な
実践的指導力を身に付けるための学び
を継続する教員養成制度が必要

◇ 学部４年に加え、１年から２年程度の修
士レベルの課程等での学修を要すること
（修士レベル化）について、今後検討

◇ 課程認定審査の厳格化等を通じた、教

員養成の質の保証

採用

◇ 様々な段階で社会人等が、その

専門性を活かしつつ、教員を志せ
るようにするため、学士の教職課程
を修了していない者を対象とした修
士レベルの課程を設けることにつ
いて検討

◇ 臨時的任用教員や非常勤講師
の採用・配置の在り方の検討

研修
教職生活全体を通じて教員の資質

能力向上を図っていくことを支援する
研修制度が必要

◇ 初任者研修について、養成期間と

初任者の時期について複合的に検討
（初任者研修の発展的解消も視野に）

◇ 任命権者・大学が連携した研修の在
り方や、研修の受講成果を「専門免許状
（仮称）」の取得単位の一部とすること等

について検討

◇ 校内研修や自主研修の活性化

◇ 国と地方の適切な役割分担
◇ 修士レベル化については、養成規模や
大学の組織体制、学生の経済的負担軽減
の在り方も併せて検討

教育委員会・大学等の関係機関の連携・協働
関係機関や地域社会による連携・協働がより広範かつ確実に行われるような仕組みの構築が必要

（例）

◇ 大学の教職課程の認定や評価
◇ 「専門免許状（仮称）」授与の際
の履修履歴の評価

◇ 大学と教育委員会が連携した
研修の実施

◇ 教員の年齢構成の歪み（３０代・
４０代が少ないこと）の改善

校長のリーダーシップ・マネジメント能力

◇ 教職大学院等での学校経営を中心とした専攻・コースの充実を図るとともに、国や都道府県等の
教員研修のためのセンター等において「マネジメント型」管理職養成の実施



教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について

（審議経過報告 抜粋）

１．教員養成の在り方

○ 近年、社会状況の変化や子どもの変化等を背景として、①学力の向上への対

応、暴力行為、いじめ等の生徒指導上の課題への対応、特別の支援を必要とす

る児童生徒への対応、家庭や地域力の低下等、教員が対応すべき課題の急増、

②今後１０年間に教員全体の約３分の１の教員が退職し、経験の浅い教員が大

量に誕生することが予想されること、③新人教員について、実践的指導力やコ

ミュニケーション力等が十分に身に付いていないとの指摘があること、④社会

状況の変化や国際化、科学技術の進歩に対応し、専門職である教員にもより高

度な専門職としての資質が求められていること、等を背景に、教員養成におい

てこれまで以上に高度な実践的指導力やコミュニケーション力等の育成が求め

られている。

○ このため、平成２２年度入学生のカリキュラムから導入される教職実践演習

の確実な実施など、大学における教員養成教育の質的な充実をさらに進めると

ともに、学士課程修了後も、高度な実践的指導力を身に付けるための学びを続

け、確実に教員としての資質能力を向上させる必要がある。

○ これらを踏まえ、教員養成は、学部４年に加え、１年から２年程度の修士レ

ベルの課程等での学修を要すること（修士レベル化）について、今後検討を進

める。

○ この場合、例えば、当面は、学士課程修了者に基礎的な資格を付与し、教員

として採用された後に、必要な課程等を修了すれば、修士レベルの資格取得を

可能とすることも検討する。

また、新たな仕組みと現行の初任者研修制度との関係や、採用段階との関係

も整理する必要がある。

○ 様々な段階で社会人等がその専門性を生かしつつ、教員を志せるようにする

ため、学士の教職課程を修了していない者を対象とした修士レベルの課程等を

設け、修了者には、修士レベルの資格取得を可能とすることについて検討する。

○ 教員養成を修士レベル化することに伴い、養成の規模や大学の組織体制の在

り方、奨学金の活用等による学生の経済的負担の軽減についても併せて検討す

る。

○ 学部・大学院等における教員養成に係る課程認定審査や設置審査をより厳格

化するとともに、新たな事後評価システムの構築を検討し、教員養成の質の保

証を図る。また、事務体制についても抜本的に強化する。



２．教員免許制度の在り方

○ 教員免許状は、学校教育法で規定されている初等中等教育段階の学校におけ

る、いわゆる公教育の直接の担い手である教員の資格を定め、その資質能力を

一定水準以上に確保することを目的とする制度であり、一定の評価を得て、定

着している。しかしながら、教員免許状取得者数と教員採用者数とが大きく乖

離するなど、改革が必要との指摘もあることから、今後長期的に教員免許制度

の在り方について検討していく必要がある。

○ 教員免許制度についても、教職生活全体を通じて、教員の資質能力向上を図

ることを支援する制度に改革すべきである。教員養成の修士レベル化について

今後検討を進めることとし、その際、例えば、当面は、学士課程修了者に基礎

的な資格（「基礎免許状（仮称）」）を付与し、教員として採用された後に、必

要な課程等を修了すれば修士レベルの資格（「一般免許状（仮称）」）を付与す

ることも検討する。

○ また、教員が教職生活を通じて、より高い専門性と社会性を身に付けていく

ことを支援するため、教員免許状により一定の専門性を公的に証明する「専門

免許状（仮称）」を創設することについて検討する。

○ これまでの検証も踏まえ、教員免許更新制については、教員が教職生活の全

体を通じて自発的かつ不断に専門性を高めることを支援する新たな制度への移

行も視野に入れて検討を進める。その際には、「専門免許状（仮称）」制度と関

連付けて検討するとともに、１０年経験者研修との関係についても、整理して

いく必要がある。

○ 教員免許状の区分については、例えば小学校教諭免許状と中学校教諭免許状

を併せ、「義務教育免許状」とすることや、中学校教諭免許状と高等学校教諭

免許状を併せ「中等教育免許状」とすることなど、複数の学校種をまとめた免

許状を創設することの是非について、今後検討する。

３．採用と学校現場への多様な人材の登用の在り方

○ 様々な段階で、社会人等がその専門性を生かしつつ教職を志せるような仕組

みについて、新たな教員養成制度及び教員免許制度の中でどのように位置付け

るべきかについても検討する。また、その際の資格の在り方についても今後、

学校種別毎に検討する。

○ 全国的に３０代・４０代の教員が少ない現状を改善するため、この年代で教

職以外の職にある者の中途採用を進めることも必要である。

○ 新たな教員免許状体系の下における臨時的任用教員や非常勤講師の採用・配

置の在り方について検討する。



４．現職研修の在り方

○ 教職生活全体を通じて、教員の資質能力向上を図っていくことが今後ますま

す求められることから、現職研修についても、これを支援するような方向で改

革すべきである。また、実施内容・方法については、個別的・協働的な学習を

より重視する方向で見直しが必要である。

○ 初任者研修の在り方については、養成期間と初任者の時期について複合的に

考え、初任者研修について発展的に解消することも含め今後検討を進める。

○ 任命権者と大学が連携した研修の在り方や、研修の受講成果を「専門免許状

（仮称）」の取得単位の一部とすることなどについて、検討する必要がある。

○ 教員研修は、現在、国と地方が適切な役割分担の下、国においては、教育政

策上真に必要な分野に限定し、研修事業を行っている。こうした仕組みは、研

修全体の効果を高める上で大変重要であり、今後とも教育委員会や大学等との

連携を図りつつ、必要な刷新を図る。

５．教育委員会・大学等の関係機関の連携・協働

○ 教育委員会・大学をはじめとする関係機関や地域社会が一体となって教員を

養成し、支援していくことが重要であることから、新たな教員養成・採用・研

修の仕組みの中で、大学の教職課程の認定や評価、「専門免許状（仮称）」授与

の際の履修履歴の評価、大学と教育委員会とが連携した研修の実施等において、

これら関係者の連携・協働がより広範かつ確実に行われるような仕組みを構築

する必要がある。

６．当面取り組むべき課題

○ 管理職の資質能力の向上は学校を改革する上で極めて重要である。今後はマ

ネジメント力を身に付けた管理職を育成するため、教職大学院等での学校経営

を中心とした専攻・コースの充実を図るとともに、国や都道府県等の教員研修

のためのセンター等において「マネジメント型」管理職の養成を行うことが期

待される。修了者には学校経営の「専門免許状（仮称）」を授与すること等に

ついて検討する。

○ 幼稚園教諭の資質能力の向上については、幼稚園教員養成の現状や小学校等

他校種の教員に今後求めることとしている資格要件の検討などを踏まえ、検討

する必要がある。

○ 特別支援教育に携わる教員の資質能力の向上については、今後の特別支援教

育の在り方の検討状況を踏まえ、検討を進めていく必要がある。



教員の資質能力向上特別部会の審議の経過

○第１回 平成２２年 ６月２９日（火） １４：００～１６：００

議題 （１）部会長の選任

（２）教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について

（自由討議）

（３）その他

○第２回 平成２２年 ７月 ７日（水） １０：００～１２：００

議題 （１）教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について

（自由討議）

（２）その他

○第３回 平成２２年 ７月２７日（火） １３：００～１５：００

議題 （１）教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について

（「教員に求められる資質能力」を中心に議論）

（２）その他

○第４回 平成２２年 ８月３１日（火） １４：００～１６：００

議題 （１）教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について

（個別課題の整理「教員養成のあり方について」）

（２）その他

○第５・６回 平成２２年 ９月１４日（火） １３：００～１７：３０

議題 （１）教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について

（ⅰ）委託調査結果の報告・討議

（ⅱ）個別課題の整理（「教員免許制度について」、「採用と学校現場への多

様な人材の登用について」、「現職研修等について」、「教育委員会・大

学等の関係機関の連携・協働について」）

（２）その他

○第７回 平成２２年１１月３０日（火） １３：００～１５：００

議題 （１）これまでの議論の整理について

（２）その他

○第８回 平成２２年１２月２７日（月） １４：００～１６：００

議題 （１）これまでの議論の整理について

（２）その他

※その他、平成２２年１０月１５日（金）群馬大学教職大学院を視察
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